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Ⅲ．事業報告 

 

１．事業概要 

 (1) 事業実施背景 

① 英虞湾における真珠養殖について 

 本プロジェクトの対象地域となる英虞湾は、三重県の観光産業の中心である伊勢

志摩国立公園に属し、観光関連の第３次産業のシェアが高く、漁業主体の第１次産

業のシェアは県平均の2.5倍程度という産業構造を有している。県の特産品である

真珠は、８割以上が英虞湾において養殖され、当該地域の主要産業のひとつである。

こうした閉鎖性の穏やかな海と養殖筏が一体化した光景がこの地域独特の観光資源

となっている。 

 しかし、当該地域の主力産業である観光業は、年間観光客数（伊勢志摩国立公園

内）は、世界祝祭博覧会が開催された平成６年をピーク（2,000万人弱）に減少が

続き、平成14年には1,000万人程度まで落ち込み、その後1,100万人前後で推移して

いる。さらに、前述のように英虞湾の環境は悪化傾向にあり、真珠養殖業も平成２

年の約170億円をピークとして、平成５年までは150億円前後の生産額を保っていた

が、赤潮等の発生も相俟った生産量の急速な低下に伴い、平成16年には約50億円程

度にまで減少してきている。 

 このような状況の中で、悪化してきている自然環境の回復と、これを保全管理し

ながら持続的な経済活動を展開していくことが、魅力ある地域づくりを促進し、急

務となっている地域経済の活性化を図るために必要である。 

 三重県で生まれ、100余年の歴史のある真珠養殖は、地場産業として重要な位置

を占めているが、近年、ヘテロカプサ赤潮の恒常的な発生や感染症の発生、それら

の影響による品質低下により、生産量は減少し危機的な状況に陥っている。真珠養

殖は養殖資材販売から製品加工までを含めると、裾野の広い産業であり、観光産業

とともに地域経済への貢献度は極めて高い。したがって、地域を活性化するには真

珠養殖の健全な復興を図ることが不可欠である。また、英虞湾の環境を考えるうえ

において、生物の現在量として英虞湾で飼育されているアコヤガイの量を無視する

ことはできない。養殖アコヤガイはプランクトンフィーダーとして海域への窒素（ 

Ｎ）、リン（Ｐ）を生体内に取り込んでくれる反面、糞の排出や貝掃除の残滓はそ

のまま海域への負荷となり、英虞湾の生態系に対して浄化と負荷の両面において大

きく関わっている。 

 真珠養殖の減産の要因は直接的には有害赤潮、病気によるものであるが、さらに

その要因を探ると、長年にわたる漁場行使と陸域からの負荷の増加等による漁場環

境の悪化が無視できない。特に底質の富栄養化の進行は顕著で、英虞湾底層での貧

酸素水域の拡大につながり、底生生物相の無生物化等で海域の生産力を大きく低下

させる要因となっている。このため、汚染泥の除去を目的に大規模な浚渫事業を実

施しているが、除去対象としているＣＯＤ30mg／ｇ（乾泥）以上の海域面積は、約

800万㎡と英虞湾全域の約1/3に相当し、浚渫土の処分場の確保や費用の問題から全

てを浚渫することは不可能である。このように、英虞湾の環境改善にひとつの技術
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英虞湾における汚染の進行と課題英虞湾における汚染の進行と課題 志摩半島

真珠養殖イカダ

陸域からの流入負荷陸域からの流入負荷

（ 生活・産業排水）

栄養塩溶出

貧酸素水塊の発生

H2S 発生H2S 発生 O2消費O2消費
有機物分解 ＜ 有機物負荷有機物分解 ＜ 有機物負荷

湾口

（シル）

長年の有機物の蓄積(ﾍﾄﾞﾛ化)

沈降

養殖に伴う負荷養殖に伴う負荷

アコヤガイ糞

貝掃除のアカ
etc.

外洋水との

交換少ない

赤潮の発生

英虞湾

②底質の有機物の分解を
促進する技術が必要

【研究テーマ 2】

③海域の水質や赤潮発生を
予測し情報伝達する技術が必要

【研究テーマ 3】

干潟
①自然浄化機能の
増進が必要
【研究テーマ 1】

藻場

事業の概要事業の概要

要素のみで対応することは困難であり、真珠養殖と環境保全の両立を図るためには、

新たな環境創生のための技術開発が必要となる。 

 英虞湾で底質汚染が進行している要因は、海域の自浄能力以上の負荷が加わるこ

とにより、底層水の貧酸素化が進行し、底泥の有機物の酸化分解が阻害される等湾

内の物質循環が停滞していることによるものと考えられる。 

 このような状況から、このプロジェクトにおいて、負荷量の削減と同時に海域の

自然浄化機能を増進することで、英虞湾の環境を保全しつつ、養殖漁業等の経済活

動が円滑に行われる新たな環境の創生を目指すこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   

  ② 三重県が取り組む科学技術振興分野及び科学技術政策目標 

 三重県では、時代の変化に対応した新しい総合計画である「三重のくにづくり宣

言」（平成９年11月）を策定した。この総合計画では、「生活者起点の県政の推

進」を政策の基本と位置づけ、科学技術振興の総合的な展開を図ることとした。さ

らに、平成16年４月には、10年先を見据えた県政の目指すべき将来像とその実現に

向けた道筋を示した総合計画「県民しあわせプラン」が策定され、科学技術振興の

総合的な展開が継続されている。 
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三重県の総合計画と

環境に対する取り組み

三重県の総合計画と

環境に対する取り組み

三重のくにづくり宣言
（平成９年）

・生活者起点の県政

重要課題
・環境先進県づくり ・バリアフリー社会づくり

・情報先進県づくり ・安全・安心充実県づくり

・21世紀型産業社会づくり ・新しい社会をになう人づくり

・高齢者いきいき社会づくり・豊かで個性的な文化県づくり

県民しあわせプラン
（平成１６年）

・１０年先を見すえた県政の
将来像と道筋

政策

・持続可能な循環型社会の創造
・社会環境の創造と人づくり

・雇用・就業環境づくりと産業づくり

・安全なくらしの確保と生活環境の創造

・絆づくりとふるさと創造

海洋産業への貢献
持続的な養殖漁業

英虞湾の環境修復・改善
自然の浄化能力の向上

自然の維持管理
伊勢・志摩国立公園の景観

産業を活性化する

科学技術の推進

環境にやさしい

科学技術の推進

三重県科学技術振興ビジョン（H11.7月）

基本目標：知の集積と科学技術を育む風土の形成

県民生活を安全・快適

にする科学技術の推進

三重県の科学技術政策における
本研究事業の位置付け

三重県の科学技術政策における
本研究事業の位置付け

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 三重県科学技術振興センターでは、平成９年度に策定された「三重のくにづくり

宣言」の趣旨を反映した「知の集積と科学技術を育む風土の形成」を科学技術振興

の基本目標とする「三重県科学技術振興ビジョン」（平成11年7月）を策定し、こ

の実現に向けた具体的な３つの視点、①県民生活を安全・快適にする科学技術の推

進、②産業を活性化する科学技術の推進、③環境にやさしい科学技術の推進、を設

定するとともに、公設試験研究機関の連携を中心とした産学官による共同研究の実

施や研究会、交流の推進等を行っている。 
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三重県科学技術振興センターの体制三重県科学技術振興センターの体制

総合研究企画部
副
知
事

（
現
在
政
策
部
）

総
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三
重
県
科
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保健環境研究部

工業研究部

農業研究部

林業研究部

水産研究部

平成１３年度

公設試験研究機関の統合

・公設試間の横断的な連携

・高等教育機関、国立・民間
研究機関との連携

畜産研究部

 総合計画「県民しあわせプラン」第一次戦略計画（H16～18年度）に位置づけら

れた「水環境の保全」及び「科学技術交流の推進」においては、「閉鎖性海域にお

ける富栄養化防止対策や共同研究等の産学官研究交流の推進を掲げた。地域の関係

者や産学官の研究者とのネットワークを構築しつつ、閉鎖性海域における自然浄化

能力の再生や環境予測モデルなどの研究開発を通じて、環境保全と真珠養殖等の生

産活動が調和した新たな環境を創生する本事業は、本県の環境保全や科学技術に係

る施策を充分反映したものであった。 

 平成19年度からは「県民しあわせプラン」第二次戦略計画（平成19～22年）が始

まっており、その中の重点的な取組のひとつとして「閉鎖性海域の再生プログラ

ム」が位置付けられ、これによりフェーズⅢの推進に関して政策的な位置付けが得

られた。 

 具体的は、①生態系の保全、回復による自然浄化能力の再生に向けた取り組み、

②多様な主体の連携による環境保全活動の活性化に向けた取り組み、を通じて本事

業の成果を展開する。 

  ③ 三重県の科学技術振興に関する組織・体制 

 地域における科学技術振興の重要な担い手である県の公設試験研究機関について

は、４部局に８機関が設置されていたが、研究機関相互の横断的な研究体制を確立

するとともに、科学技術振興を総合的に展開するため、平成10年度に鈴鹿山麓研究

学園都市センター（四日市市桜町）内に、試験研究機関を総括する三重県科学技術

振興センターを設置した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 さらに、平成13年度には、産業界等からの多様な研究ニーズに総合的・横断的か

つ素早く対応できる研究体制とするべく組織再編を行い、公設試験研究機関の全て

を一つの研究機関として統合し、７部から成る三重県科学技術振興センター（職員

数338名、研究員191名）として新たにスタートした。この組織再編では、試験研究
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を実施する従来の６研究部（保健環境研究部、工業研究部、農業研究部、畜産研究

部、林業研究部、水産研究部）に加え、総合研究企画部を新たに設置した。 

 総合研究企画部では、地域科学技術振興を効果的に推進するため、社会的ニーズ

に対応した研究課題の企画立案や、産学官連携を推進するためのコーディネート等

を行うとともに、人事管理、予算編成業務等について、総合的・一元的なマネジメ

ントを行っている。 

  ④ 科学技術振興に関する三重県科学技術振興センターの主な取組 

○「みえサイエンス・アカデミー」の運営 

 「みえサイエンス・アカデミー」は、科学技術に関する意見・要望の提案やア

ンケートへの回答を行う「サイエンス・サポーター」制度、及び「サイエンス・

サポーター」の代表者、大学・企業などの有識者等をメンバーとする「科学技術

振興懇話会」により構成され、科学技術に関する県民ニーズ及び地域課題の把握

並びに科学技術振興の基本的な方向性等に関する県民などからの意見の聴取を行

い、三重県における総合的な科学技術振興を図っている。 

○県民を対象とした施設公開、子ども科学体験教室等の開催 

県民を対象として、三重県科学技術振興センター各研究部の施設公開、「な

るほど・なっとくセミナー」、「科学をもっと身近に感じる講演会」を開催し、

科学技術に対する理解増進を図っている。  
また、特に子ども達に科学技術を楽しんでもらう機会提供として、全研究部

が参加して行う「夏休み！子ども科学体験教室」や、研究員が小学校に出向いて

科学実験等を行う「出前科学体験教室」を実施している。 

○県内の産学官連携の促進 

  県内の大学・独立行政法人・三重県科学技術振興センターのコーディネータ等

が集まり情報共有・意見交換等を行う「コーディネータ等連携会議」、研究者等

が幅広く出会い対話する「交流会」、研究者と地域の企業等が出会い研究課題を

発掘する「アイデア創出サロン」、産学官連携共同研究につながるグループ化を

進める「研究連携グループ」で構成し、これら全体の仕組みとして「みえ研究交

流サロン」を運営している。 

  ⑤ 競争的研究資金への申請及び獲得 

県内の産学官連携を進めることにより、文部科学省、経済産業省、独立行政法人

等が公募する研究プロジェクト等に応募し採択されている。採択された主な研究プ

ロジェクトは次のとおりである。 

○地域研究開発促進拠点支援事業（独立行政法人科学技術振興機構） 

 平成９年から12年度まで、財団法人三重県産業支援センターを支援拠点として

ＲＳＰ事業（ネットワーク構築型）に取り組み、技術ニーズ調査・可能性試験等

を実施している。さらに、平成13年度から平成17年度までＲＳＰ事業（研究成果

育成型）を継続して取り組んだ。 

○都市エリア産学官連携促進事業（文部科学省） 

研究テーマ：次世代ディスプレイ用新機能材料とその応用機器の創製 

事業期間：平成16年度～平成18年度 
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事業費：258,932千円 

参加機関：三重大学、三重県科学技術振興センター、ノリタケ伊勢電子㈱、 

クレハエラストマー㈱ほか９社 

○都市エリア産学官連携促進事業（ＦＳ）事業（文部科学省） 

研究テーマ：高度機能材料を活用した全固体ポリマーリチウム二次電池とそ

の関連技術の可能性研究及び試験調査 

事業期間：平成19年度 

事業費：35,116千円 

参加機関：三重大学、三重県科学技術振興センター、クレハエラストマー㈱、 

キンセイマテック（株）ほか２社 

○地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省） 

研究テーマ：酸塩耐性酵母を用いたバイオマスの燃料アルコール化の研究開

発 

事業期間：平成17年度～平成18年度 

参加機関：三重大学、王子製紙（株）、（株）宮崎本店、他２企業 

○戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省） 

研究テーマ：パルス放電プラズマＣＶＤ方式ＤＬＣコーティングによる金型

のハイサイクル・高耐久化の研究 

事業期間：平成18年度～平成20年度 

○燃料電池実用化戦略的技術開発事業（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構） 

研究テーマ：水管理によるセル劣化対策の研究 

事業期間：平成17年度～平成21年度（予定） 

参加機関：大同工業大学、東京電機大学、三重大学、他２大学 

三重県科学技術振興センター 

大同特殊鋼㈱、東レリサーチセンター㈱、㈱ＫＲＩ 
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(2) 事業推進体制 

 本事業を実施するにあたり、中核機関を財団法人三重県産業支援センターに定め、

センター内に「地域結集型共同研究推進チーム」を設け、事業総括、研究統括、新技

術エージェント、事業総括スタッフ等を配置した。研究開発と事業化の視点を捉えた

事業管理体制を整備するとともに、任期付き研究員を雇用、配置し、コア研究室等で

の共同研究の充実を図ってきた。コア研究室については、研究内容が現場実証研究の

要素を多く含むことから、実験海域に近い三重県志摩庁舎内に平成15年５月に設置し、

近傍の独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所や三重県科学技術振興センター

水産研究部と連携を保ちつつ、本研究事業の拠点として活動を行ってきた。 

さらに、特許等知的財産権の取得を推進するため、弁理士を登録したスキルバンク

を整備するとともに、ＲＳＰ事業により培われた研究コーディネート機能を活用する

ことにより事業全体の円滑な管理運営を行ってきた。 

 それぞれの役割、連携内容等については、下記のとおりである。 

① 事業総括 

事業総括は、本事業の統括責任者として総合的な方向付けを行う研究交流促進会

議を主宰し、基本計画に基づく年度ごとの実行計画を策定した。適宜、研究統括、

新技術エージェントからの研究進捗状況を受け、全体的な事業推進の方向性を指示

した。  
② 研究統括 

研究統括は、本事業の研究に関わる責任者として共同研究推進委員会を主宰し、

年度ごとの研究計画を作成するなど、このプロジェクトの研究の指揮及び調整を行

った。  
また、研究交流会や中間研究報告会の企画・開催により、きめ細かな連携による

共同研究の円滑な実施に努めた。さらに、各種発表会・講演会への参加や海域環境

に関する国、県、企業の研究所を訪問して情報の収集を行った。  
③ 新技術エージェント 

新技術エージェントは、市場ニーズと大学、国立試験研究機関等との橋渡し役と

して、研究開発型企業に対し共同研究成果等の導入を促すとともに、市場ニーズを

研究の場へフィードバックする役割を担った。  
また、本事業の指向性や進展状況を、各種機関、団体の会合の場で説明する等、

研究成果の普及に努めた。また、国内のみならず諸外国との技術交流、技術移転に

ついても尽力した。  
④ 中核機関 

本事業推進のため、「地域結集型共同研究推進チーム」を設置し、実行計画案の

とりまとめ、コア研究室の確保・維持、研究員の雇用・配置、共同研究契約の締結、

研究交流促進会議、共同研究推進委員会等の開催事務を行い、本事業の円滑な運営

に努めた。  
また、「地域結集型共同研究推進チーム」に事業総括スタッフ及び業務協力員を

配置し、事業総括スタッフは、事業総括および研究統括の指揮のもと、予算管理や

事業参加機関間の日常業務の総合調整を行うとともに新技術エージェントが行う業



－12－ 

務のサポートを行った。業務協力員は、本事業に係る物品購入や取得物品管理業務、

経理業務、人事管理業務等の役割を担った。  
⑤ コア研究室 

本研究事業の活動拠点として、事業開始時に三重県志摩庁舎内の一部（約180

㎡）をコア研究室として確保し、平成15年５月20日にコア研究室を立ち上げ、研究

室としての基盤である電気通信設備や事務用備品機器等を整備した。研究の開始に

先立ち分析機器や観測機器を購入整備し、さらに研究の進捗に合わせ研究機器（分

析機器や観測機器等）の充実を図った。 

コア研究室には、雇用研究員５～６名と業務補助員１名及び三重県科学技術振興

センター水産研究部地域結集型共同研究課の研究員６名が常駐して研究を実施した

他、現在大学に常駐して研究している雇用研究員も、実海域での実証実験のために

コア研究室に常駐して研究を実施するなど、このプロジェクトに参加する研究員も

頻繁に訪れ、ネットワークの形成、交流の場としての役割も担ってきた。 

 
表．コア研究室の研究人員の推移（単位：人）  

年 度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

県の研究員（人） ６ ６ ６ ６    ６ 

財団の雇用研究員（人）   ５     ６     ６ ６    ５ 

計（人） １１ １２  １２  １２ １１ 

  
⑥ 共同研究参加機関 

平成14年度は、３ヶ月間と期間が短かったことから、英虞湾で研究活動を実施し

ていた英虞湾再生コンソーシアムの構成員でもある三重県科学技術振興センター、

大成建設株式会社、三重大学のほか、中部電力株式会社、アレック電子株式会社の

５機関と共同研究契約を締結して研究を開始した。 

平成15年度当初から雇用研究員の配置による共同研究体制の整備が進むとともに、

大学等から四日市大学、広島大学、九州大学、岐阜大学、甲南大学及び松江工業高

等専門学校、国及び公設試から独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所及び

独立行政法人産業技術総合研究所、地元企業の株式会社ジャパンテクノメイト、株

式会社ミキモト真珠研究所、ＪＦＥホールディングス株式会社などのほか、大塚電

子株式会社、さらには、新規固化剤の利用技術の開発等に関して株式会社片山化学

工業研究所、株式会社大正印写、サンエー化学株式会社、日本酢ビ・ポバール株式

会社が共同研究に参加し、平成15年度には合計12企業の参加が得られた。 

さらに、平成16年度には、海洋建設株式会社が共同研究に参加し、共同研究への

参加企業数は13企業を数えるまでになった。最終的に本事業への参加機関数は、産

学官合わせて29機関となった。 
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表．共同研究参加機関の推移 
 

年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

大学・高専 １ ７ ８ ８ ８ ５ 

企業 ３ １２ １３ １０ １１ １１ 

国、独立行政法人 ０ ２ ２ １ １ １ 

県 １ １ １ １ １ １ 

計 ５ ２２ ２４ ２０ ２１ １８ 

 

 

表．共同研究参加機関の研究者の推移（単位：人） 
 

年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 

大学・高専   １  ３１  ３３  ３０  ２９  ２１ 

企業   ８  ４１  ３５  ２６  ２１  ２１ 

国、独立行政法人   ０   ３   ３   ２   ２   ２ 

県   ６  １２  １３  １３  ２４  ２６ 

中核機関（財団）   ０  １０  １０  １１  １１   ９ 

計  １５  ９７  ９４  ８２  ８７  ７９ 

（※）中核機関（財団）の研究者数は、雇用研究員（兼業を除く）の研究者数である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 事業推進体制図（１） 
 



事業推進体制図（２）

知 事：北川正恭（ ～ 、野呂昭彦（ ～）ＪＳＴ 三重県 H7.4 H15.3 H15.4）

担当部署：科学技術振興センター総合研究企画部

三重のくにづくり宣言第 次実施計画、県民しあわせプラン2
三重県科学技術振興ビジョン

会長：奥田 碩、野呂昭彦 理事長：石垣英一（ ～）中核機関 H19.4
（ ～ ） （ ～）H15.4 18.3 H19.4

財団法人 三重県産業支援センター 常務理事兼事務局長所在地：津市栄町 1-891

事業総括 川喜田貞久( ～ )、飯田俊司( ～ ） 企画財務ﾁｰﾑ： H15.1 H19.3 H19.4 H19.12
新産業振興ﾁｰﾑ

研究統括 新技術ｴｰｼﾞｪﾝﾄ 経営支援ﾁｰﾑｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ

加藤忠哉 技術支援ﾁｰﾑ松田治 野田宏行、亀澤玲二（ ～ ）H16 H17
青山銀三( )、関山和敏( )H18 H19

地域結集型共同研三重県志摩庁舎

究推進ﾁｰﾑコア研究室 所在地：志摩市阿児町鵜方川向井 3098-9
事務局ｽﾀｯﾌ）（

【雇用研究員】５～６名 事業総括ｽﾀｯﾌ

【連携機関名】 業務協力員

三重大学 業務補助員所在地：津市栗真町屋町 1577
1200四日市大学 所在地：四日市市萱生町

6-10-1九州大学 所在地：福岡市東区箱崎

1-4-1広島大学 所在地：東広島市鏡山

1 1岐阜大学 所在地：岐阜市柳戸 番

1-1大阪大学 所在地：豊中市待兼山町

2-12-1東京工業大学 所在地：東京都目黒区大岡山

8-9-1甲南大学 所在地：神戸市東灘区岡本

14-4松江工業高等専門学校 所在地：松江市西生馬町

16-1独立行政法人産業技術総合研究所 所在地 つくば市小野川：

422-1独立行政法人水産総合研究センター養殖研究所 所在地：度会郡南伊勢町中津浜浦

7-2-3アレック電子株式会社 所在地：神戸市西区井吹台東町

1石原産業株式会社 所在地：四日市市石原町

344-1大成建設株式会社技術センター 所在地：横浜市戸塚区名瀬町

20-1中部電力株式会社技術開発本部 所在地：名古屋市緑区大高町字北関山

14-1187株式会社ジャパンテクノメイト 所在地：津市雲出伊倉津町

1-1ＪＦＥホールディングス株式会社 所在地：川崎市川崎区南渡田町

923-41株式会社ミキモト（真珠研究所） 所在地：志摩市浜島町大字迫子大崎

1-75海洋建設株式会社 所在地 倉敷市児島駅前：

1-6-27株式会社片山化学工業研究所 所在地：大阪市東淀川区東淡路

8-3株式会社大正印写 所在地：岡谷市御倉町

3-11-1日本酢ビ・ポバール株式会社 所在地：堺市築港新町

2 12-11サンエー化学株式会社 所在地：沖縄県那覇市高良 丁目

1372-15株式会社研電社 所在地：出雲市長浜町

2630-1あの津技研株式会社 所在地：津市安濃町安濃

635-1株式会社西組 所在地：多気郡大台町岩井

9-52古野電気株式会社 所在地：西宮市芦原町

3-26-3大塚電子株式会社 所在地：枚方市招提田近

3690-1三重県科学技術振興センター 所在地：四日市市桜町

－ －14
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(3) 事業内容 

本事業は、近年環境の悪化が進行する閉鎖性海域である英虞湾を対象とし、その環

境改善を行いつつ、養殖漁業等の経済活動が、持続的かつ円滑に行われる新たな環境

を創生する技術の開発が目的である。 

このため、現在、負荷量＞浄化量となっている英虞湾の自然循環のバランスを、極力

負荷量＝浄化量となるように、海域の自然浄化機能の増進を研究の中心課題に据え、

浚渫汚泥を利用した人工干潟の造成、それに連続した生態系としてのアマモ場の造成、

環境に調和した真珠養殖等、新しい里海の創生を目指す技術の開発を行う。同時に底

質汚染の進行した現状の環境に対しては、海底に堆積した底質は有益な未利用資源で

あるとの考えに基づくその処理と再利用技術の開発、底層への酸素補給等による底質

改善技術の開発を行うとともに、英虞湾の環境動態予測システムを構築する。 

 フェーズⅠにおいては、「沿岸環境創生技術の開発」、「底質改善技術の開発」、

「環境動態シミュレーションモデルの開発」の３研究テーマについて実施した。中間

評価における指導・助言、評価結果を織り込み、下記のとおり研究テーマの再編成を

行い、フェーズⅡを展開した。中課題ごとに研究の取り組み内容、目標等についても、

併せて記述する。 

 

 （フェーズⅡ） 

【研究テーマⅠ 新しい里海の創生】 

  （サブテーマ１ 干潟・藻場の造成と高機能化） 

 中課題① 人工干潟・藻場の造成技術の開発 

 平成15年度、平成16年度に造成した人工干潟と英虞湾内の代表的な天然干

潟の環境調査を行い、人工干潟の持つ自然浄化能力を定量的に評価し、人工

干潟造成が新しい里海の創生技術として有効であることを実証する。 

 また、潮止め堤防内の湿地において、ポンプにより干満に対応する海水交

換を行うことによって、地質、水質、生物に関する調査を行い、干潟に再生

するための技術開発を行う。 

（Ａ）人工干潟及び天然干潟調査 

（Ｂ）干潟ﾏｲｸﾛｺｽﾞﾑﾓﾃﾞﾙによる浚渫土を用いた干潟造成技術の開発 

（Ｃ）地形変化機構の解明 

（Ｄ）干潟再生技術の開発 

（Ｅ）アマモ場造成技術の開発 

（Ｆ）細胞培養によるアマモの大量増殖技術の開発 

中課題② 干潟・藻場の高機能化 

 浚渫工事に対応した最適な固化剤による新規固液分離システムを開発し、

実用化について検証することで、浚渫土を利用しての安定した人工干潟を造

成する技術を開発すると 同時に浚渫固化物の利用を図る。さらには、有用微

生物による多孔質体の製造法を開発や付着担体を作成することにより、干潟

の高機能化や底質の改善に繋げる。          

（Ａ）固化造粒技術の実用化試験 



－16－ 

（Ｂ）浚渫固化物の利用技術の開発 

（Ｃ）底質の焼成固化等による固化・造粒技術の開発 

（Ｄ）有用微生物による有機物分解技術の開発 

（サブテーマ２ 里海の物質循環） 

中課題① 干潟・藻場における物質循環の解明 

 底質中のフミン物質の最適な分解手法を探索することで、英虞湾底質の特

性解明を行う。また、人工干潟と天然干潟の浄化能を比較検討することで、

英虞湾全体の自然浄化機能の定量化を行う。また。干潟・藻場でのラビリン

チュラの役割の定量的把握や現存量の把握、食物網を解析することで、干

潟・藻場における物質循環の解明に繋げる。 

（Ａ）英虞湾底質の解明 

（Ｂ）干潟・藻場における物質循環の解明 

 中課題② 環境調和型養殖技術の開発 

 英虞湾海域の負荷を軽減するため、アコヤガイの貝肉処理技術や洗浄排水

処理技術を開発するとともに、アマモ等の未利用海草の有効利用を図ること

で、藻場造成による海域浄化効果を確実にする。また、有機物分解技術の向

上に役立つものとして中層海底の効果を確認する。さらに、養殖産業界で問

題となった高水温期に斃死しないアコヤガイ系統を見つけ出し、環境負荷の

軽減を図る。 

  （Ａ）ウシケノリ養殖技術の開発 

（Ｂ）未利用海草等の有効利用技術の開発 

（Ｃ）人工中層海底による環境改善システムの開発 

（Ｄ）アコヤガイ洗浄排水等処理技術の開発 

（Ｅ）高生残系統アコヤガイの作出 

 中課題③ 物質循環促進技術の開発 

 底生微細藻類の散布や硝酸カルシウムによる底質改良のメカニズムを解明

することにより、底質改善効果を把握する。また、光を底質に供給すること

により、微細藻と赤潮プランクトンの増殖、底質改善試験を実施する。 

 加えて、酸素補給技術として、高酸素水供給装置やマイクロバブルの効果

を確認する。 

（Ａ）酸素補給技術の開発 

（Ｂ）光補給技術の開発 

 【研究テーマⅡ 英虞湾の環境動態予測】 

  （サブテーマ 環境動態シミュレーションモデルと予測システムの開発） 

中課題① 陸域と海域の環境情報の収集と解明 

 汚泥負荷推定モデル、降雨流出系モデルをＧＩＳモデルに組み込み、流入

負荷計算プログラムを開発する。また、水質・底質及び流況の観測を実施し、

環境動態予測モデルや物質循環モデルの改良、検証のためのデータ取得を行

う。さらに、精度の高い環境流動シミュレーションの開発に繋げるため、鉛

直拡散係数や海底の酸素消費速度、溶出速度を計測する。 
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（Ａ）陸域からの負荷の解明 

（Ｂ）水質・底質・流動の観測と解析 

中課題② シミュレーションモデルの開発 

 流動シミュレーションを行い、３次元流動モデルを開発する。また、生態

系シミュレーションプログラムを目指し、低次生態系モデル開発の海洋調査、

底質モデル開発の海底物質循環調査、アコヤガイ成長モデル開発の代謝特性

調査を実施し、それらをモデル統合する。 

（Ａ）3次元流動モデルの開発 

（Ｂ）生態系モデルの開発 

中課題③ 環境予測システムの開発 

 流動、水質、底質の３つの数値モデルを用いて、英虞湾の環境状態を再現

し、予測する環境動態シミュレーションのシステムを作り上げる。また、英

虞湾の炭素、酸素、窒素、リンに関する物質循環像と底質悪化の原因につい

て明らかにする。また、赤潮などプランクトン発生状況をリアルタイムに取

得できるモニタリングシステムの構築を目指す。 

（Ａ）環境動態予測モデルの開発 

（Ｂ）流動モニタリングシステムの開発 

（Ｃ）海中プランクトンの同定と垂直分布観測装置の開発 
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（４）事業費                                                             ［様式１］ 
事業費実績総括表（フェーズⅠ） 

（単位：百万円） 

 

ＪＳＴ負担分 地域負担分 
事業項目 費 目 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 
合 計 

主な適用

事  項 

人件費 1 10 12 ― ― ― 23 10 27 19 ― ― ― 56 79  

設備費 28 7 4 ― ― ― 39 0 0 0 ― ― ― 0 39  
研究費 2 14 66 ― ― ― 82 3 8 15 ― ― ― 26 108  
その他 0 1 5 ― ― ― 6 6 57 １ ― ― ― 64 70  

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○高機能性人工干潟造成

技術の開発 

小 計 31 32 87 ― ― ― 150 19 92 35 ― ― ― 146 296  
人件費 0 5 10 ― ― ― 15 1 11 23 ― ― ― 35 50  
設備費 0 0 0 ― ― ― 0 0 0 0 ― ― ― 0 0  
研究費 0 13 13 ― ― ― 26 1 6 21 ― ― ― 28 54  
その他 0 1 0 ― ― ― 1 3 2 3 ― ― ― 8 9  

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○藻場造成技術の開発 

小 計 0 19 23 ― ― ― 42 5 19 47 ― ― ― 71 113  
人件費 0 10 14 ― ― ― 24 9 10 9 ― ― ― 28 52  
設備費 0 1 0 ― ― ― 1 0 0 0 ― ― ― 0 1  
研究費 1 7 9 ― ― ― 17 2 2 2 ― ― ― 6 23  
その他 0 0 0 ― ― ― 0 6 0 1 ― ― ― 7 7  

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○環境調和型養殖技術の

開発 

小 計 1 18 23 ― ― ― 42 17 12 12 ― ― ― 41 83  
人件費 0 19 26 ― ― ― 45 0 34 25 ― ― ― 59 104  
設備費 0 16 6 ― ― ― 22 0 0 0 ― ― ― 0 22  
研究費 2 23 31 ― ― ― 46 0 19 26 ― ― ― 45 91  
その他 0 1 1 ― ― ― 2 0 5 6 ― ― ― 11 13  

◎底質改善技術の開発 
○有機物分解技術の開発 

小 計 2 59 64 ― ― ― 115 0 58 57 ― ― ― 115 230  
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［様式１］ 
事業費実績総括表（フェーズⅠ） 

（単位：百万円） 
ＪＳＴ負担分 地域負担分 

事業項目 費 目 
H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 

合 計 
主な適用

事  項 

人件費 0 9 10 ― ― ― 19 7 8 22 ― ― ― 37 56  
設備費 0 5 0 ― ― ― 5 0 0 0 ― ― ― 0 5  
研究費 0 10 7 ― ― ― 17 4 6 16 ― ― ― 26 43  
その他 0 1 0 ― ― ― 1 5 1 1 ― ― ― 7 8  

◎底質改善技術の開発 
○酸素補給技術 

小 計 0 25 17 ― ― ― 42 16 15 39 ― ― ― 70 112  
人件費 1 3 2 ― ― ― 6 3 8 8 ― ― ― 19 25  
設備費 18 51 0 ― ― ― 69 0 0 0 ― ― ― 0 69  
研究費 3 11 12 ― ― ― 26 2 7 4 ― ― ― 13 39  
その他 0 1 2 ― ― ― 3 6 1 1 ― ― ― 8 11  

◎環境動態シミュレーシ

ョンモデルの開発 
○モニタリング技術の開

発 

小 計 22 66 16 ― ― ― 104 11 16 13 ― ― ― 40 144  
人件費 0 0 0 ― ― ― 0 0 29 30 ― ― ― 59 59  

設備費 0 2 0 ― ― ― 2 0 0 0 ― ― ― 0 2  
研究費 0 0 1 ― ― ― 1 0 15 13 ― ― ― 28 29  
その他 0 0 0 ― ― ― 0 0 1 0 ― ― ― 1 1  

◎環境動態シミュレーシ

ョンモデルの開発 
○シミュレーションモデ

ルの開発 

小 計 0 2 1 ― ― ― 3 0 45 43 ― ― ― 88 91  
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［様式１］ 
事業費実績総括表（フェーズⅡ・予定を含む） 

（単位：百万円） 

 

ＪＳＴ負担分 地域負担分 
事業項目 費 目 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 
合 計 

主な適用

事  項 

人件費 ― ― ― 15 15 7 37 ― ― ― 28 32 19 79 116  
設備費 ― ― ― 0 2 ― 2 ― ― ― 0 0 0 0 2  
研究費 ― ― ― 53 54 24 131 ― ― ― 82 74 13 169 300  
その他 ― ― ― 2 3 2 8 ― ― ― 4 3 2 9 16  

◎ 新しい里海の創生 
（干潟・藻場の造成と高

機能化） 
○人工干潟・藻場の造成

技術の開発 小 計 ― ― ― 70 74 33 177 ― ― ― 114 109 34 257 434  
人件費 ― ― ― 23 19 12 54 ― ― ― 15 14 14 43 97  
設備費 ― ― ― 2 14 ― 16 ― ― ― 0 0 0 0 16  
研究費 ― ― ― 25 19 10 54 ― ― ― 5 13 3 21 75  
その他 ― ― ― 2 3 2 7 ― ― ― 1 2 3 6 13  

◎ 新しい里海の創生 
（干潟・藻場の造成と高

機能化） 
○干潟・藻場の高機能化 

小 計 ― ― ― 52 55 24 131 ― ― ― 21 29 20 70 201  
人件費 ― ― ― 10 8 3 21 ― ― ― 10 12 6 28 49  

設備費 ― ― ― 3 1 ― 4 ― ― ― 0 0 0 0 4  
研究費 ― ― ― 20 15 4 39 ― ― ― 7 3 8 18 57  
その他 ― ― ― 1 1 1 3 ― ― ― 0 1 0 1 4  

◎ 新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
○干潟・藻場における物

質循環の解明 

小 計 ― ― ― 34 25 8 67 ― ― ― 17 16 14 47 114  
人件費 ― ― ― 17 15 13 45 ― ― ― 3 22 10 35 80  
設備費 ― ― ― 1 0 ― 1 ― ― ― 0 0 0 0 1  
研究費 ― ― ― 8 10 3 21 ― ― ― 2 3 8 13 34  
その他 ― ― ― 2 3 2 7 ― ― ― 1 0 1 2 9  

◎ 新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
○環境調和型養殖技術の

開発 

小 計 ― ― ― 28 28 18 74 ― ― ― 6 25 19 50 124  
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［様式１］ 
事業費実績総括表（フェーズⅡ・予定を含む） 

（単位：百万円） 

 

ＪＳＴ負担分 地域負担分 
事業項目 費 目 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 
合 計 

主な適用

事  項 

人件費 ― ― ― 8 10 3 21 ― ― ― 14 7 5 26 47  
設備費 ― ― ― 13 ― ― 13 ― ― ― 0 0 0 0 13  
研究費 ― ― ― 10 18 5 33 ― ― ― 6 5 2 13 46  
その他 ― ― ― 1 1 1 3 ― ― ― 0 0 0 0 3  

◎新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
○物質循環促進技術の開

発 

小 計 ― ― ― 32 29 9 70 ― ― ― 20 12 7 39 109  
人件費 ― ― ― 2 2 1 5 ― ― ― 17 18 20 55 60  
設備費 ― ― ― 20 1 ― 21 ― ― ― 0 0 0 0 21  
研究費 ― ― ― 14 42 16 72 ― ― ― 2 2 2 6 78  
その他 ― ― ― 1 1 1 3 ― ― ― 0 0 0 0 3  

◎英虞湾の環境動態予測 
○陸域・海域の環境情報

の収集と解明 

小 計 ― ― ― 37 46 18 101 ― ― ― 19 20 22 61 162  
人件費 ― ― ― 0 0 0 0 ― ― ― 17 20 6 43 43  

設備費 ― ― ― 0 0 ― 0 ― ― ― 0 0 0 0 0  
研究費 ― ― ― 0 0 0 0 ― ― ― 6 6 4 16 16  
その他 ― ― ― 0 0 0 0 ― ― ― 1 1 1 3 3  

◎英虞湾の環境動態予測 
○シミュレーションモデ

ルの開発 

小 計 ― ― ― 0 0 0 0 ― ― ― 24 27 11 62 62  
人件費 ― ― ― 6 7 5 18 ― ― ― 7 6 4 17 35  
設備費 ― ― ― 0 0 ― 0 ― ― ― 0 0 0 0 0  
研究費 ― ― ― 12 1 7 20 ― ― ― 4 6 2 12 32  
その他 ― ― ― 1 1 1 3 ― ― ― 0 0 0 0 3  

◎英虞湾の環境動態予測 
○環境予測システムの開

発 

小 計 ― ― ― 19 9 12 41 ― ― ― 11 12 6 29 70  
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［様式１］ 
事業費実績総括表（予定を含む） 

（単位：百万円） 

 
 
 

ＪＳＴ負担分 地域負担分 

事業項目 費 目 
H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 H14 H15 H16 H17 H18 H19 小 計 

合 計 
主な適用

事  項 

人件費 0 7 7 7 7 5 33 1 29 29 30 30 22 141 174  

設備費 3 0 0 0 0 ― 3 0 0 0 0 0 0 0 3  

研究費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  
その他 1 7 4 4 6 4 26 1 2 1 2 4 2 12 38  

事業運営費 

小 計 4 14 11 11 13 9 62 2 31 30 32 34 24 153 215  
人件費 2 63 81 88 82 49 365 31 156 165 141 161 106 760 1125  
設備費 49 82 10 39 18 ― 198 0 0 0 0 0 0 0 198  
研究費 8 78 139 142 160 69 596 12 63 97 114 112 42 440 1036  
その他 1 12 12 14 19 14 72 27 69 14 9 11 9 139 211  

項 目 計 

小 計 60 235 242 283 279 132 1231 70 288 276 264 284 157 1339 2570  
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［様式２］ 
地域負担分内訳表（フェーズⅠ） 

（単位：百万円） 
地 域 負 担 分  

平成 14年 平成 15年 平成 16年 
事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 

備 考 
主な負担企

業名 

人件費 5 0 5 0 17 0 10 0 6 0 13 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 1 0 2 0 4 0 4 0 2 0 13 0 
その他 5 0 1 0 50 0 7 0 0 0 1 0 

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○高機能性人工干潟造成

技術の開発 

小 計 11 0 8 0 71 0 21 0 8 0 27 0 

大成建設㈱  

人件費 0 0 1 0 9 0 2 0 18 0 5 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 1 0 2 0 4 0 4 0 17 0 
その他 2 0 1 0 1 0 1 0 0 0 3 0 

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○藻場造成技術の開発 

小 計 2 0 3 0 12 0 7 0 22 0 25 0 

大成建設㈱  

中部電力㈱ 
 

人件費 9 0 0 0 7 0 3 0 6 0 3 0 

設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 2 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 
その他 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

◎沿岸環境創生技術の開

発 
○環境調和型養殖技術の

開発 

小 計 17 0 0 0 8 0 4 0 7 0 4 0 

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝﾃｸﾉﾒｲﾄ 

㈱ミキモト 

人件費 0 0 0 0 0 0 34 0 0 0 25 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 26 0 
その他 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 6 0 

◎底質改善技術の開発 
○有機物分解技術の開発 

小 計 0 0 0 0 0 0 58 0 0 0 57 0 

大成建設㈱ 
JFE ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

㈱片山化学工業研究所 

海洋建設㈱ 

石原産業㈱ 
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［様式２］ 
地域負担分内訳表（フェーズⅠ） 

（単位：百万円） 
地 域 負 担 分  

平成 14年 平成 15年 平成 16年 
事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 

備 考 
主な 

負担企業名 

人件費 0 0 7 0 4 0 4 0 11 0 11 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 4 0 3 0 3 0 3 0 13 0 
その他 5 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 

◎底質改善技術の開発 
○酸素補給技術の開発 

小 計 5 0 11 0 7 0 8 0 14 0 25 0 

中部電力㈱ 

大成建設㈱ 

人件費 0 0 3 0 0 0 8 0 0 0 8 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 2 0 0 0 7 0 0 0 4 0 
その他 5 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 

◎環境動態シミュレーシ

ョンモデルの開発 
○モニタリング技術の開

発 

小 計 5 0 6 0 0 0 16 0 0 0 13 0 

大成建設㈱ 

大塚電子㈱ 

ｱﾚｯｸ電子㈱ 

人件費 0 0 0 0 29 0 0 0 30 0 0 0 

設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 0 0 15 0 0 0 13 0 0 0 
その他 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

◎環境動態シミュレーシ

ョンモデルの開発 
○シミュレーションモデ

ルの開発 

小 計 0 0 0 0 45 0 0 0 43 0 0 0 

 

人件費 1 0 0 0 29 0 0 0 29 0 0 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 1 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 

事業運営費 

小 計 2 0 0 0 31 0 0 0 31 0 0 0 
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［様式２］ 
地域負担分内訳表（フェーズⅠ） 

（単位：百万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 域 負 担 分  
平成 14年 平成 15年 平成 16年 

事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 

備 考 
主な 

負担企業名 

人件費 15 0 16 0 95 0 61 0 100 0 65 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 3 0 9 0 25 0 38 0 23 0 74 0 
その他 24 0 3 0 54 0 15 0 2 0 12 0 

項 目 計 

小 計 42 0 28 0 174 0 114 0 125 0 151 0 
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［様式２］ 
地域負担分内訳表（フェーズⅡ） 

（単位：百万円） 
地 域 負 担 分  

平成 17年 平成 18年 平成 19年 
事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 

備 考 
主な負担企

業名 

人件費 18 0 10 0 17 0 15 0 14 0 5 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 4 0 78 0 4 0 70 0 4 0 9 0 

その他 2 0 2 0 1 0 2 0 1 0 1 0 

◎新しい里海の創生 
（干潟・藻場の造成と高

機能化） 
○人工干潟・藻場の造成

技術の開発 
小 計 24 0 90 0 22 0 87 0 19 0 15 0 

大成建設㈱ 

中部電力㈱ 
       

人件費 0 0 15 0 0 0 14 0 0 0 14 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 5 0 0 0 13 0 0 0 3 0 
その他 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 3 0 

◎新しい里海の創生 
（干潟・藻場の造成と高

機能化） 
○干潟・藻場の高機能化 

小 計 0 0 21 0 0 0 29 0 0 0 20 0 

大成建設㈱  

大正印写㈱ 

サンエー化

学㈱、他 

人件費 8 0 2 0 6 0 6 0 4 0 2 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 2 0 5 0 2 0 1 0 2 0 6 0 
その他 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

◎新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
○干潟・藻場における物

質循環の解明 

小 計 10 0 7 0 9 0 7 0 6 0 8 0 

古野電気㈱ 

人件費 0 0 3 0 19 0 3 0 10 0 0 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 2 0 2 0 1 0 2 0 6 0 
その他 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

◎新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
◎環境調和型養殖技術の

開発 

小 計 0 0 6 0 21 0 4 0 12 0 7 0 

海洋建設㈱ 
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［様式２］ 
地域負担分内訳表 

（単位：百万円） 
地 域 負 担 分  

平成 17年 平成 18年 平成 19年 
事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国 研

大 学 

その他 

備 考 
主な 

負担企業名 

人件費 10 0 4 0 3 0 4 0 5 0 0 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 3 0 3 0 2 0 3 0 2 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

◎新しい里海の創生 
（里海の物質循環） 
○物質循環促進技術の開

発 

小 計 13 0 7 0 5 0 7 0 7 0 0 0 

大成建設㈱ 

人件費 17 0 0 0 18 0 0 0 20 0 0 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 2 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

◎英虞湾の環境動態予測 
○陸域・海域の環境情報の

収集と解明 

小 計 19 0 0 0 20 0 0 0 22 0 0 0 

 

人件費 17 0 0 0 20 0 0 0 6 0 0 0 

設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 6 0 0 0 6 0 0 0 4 0 0 0 
その他 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 

◎英虞湾の環境動態予測 
○シミュレーションモデ

ルの開発 

小 計 24 0 0 0 27 0 0 0 11 0 0 0 

 

人件費 3 0 4 0 3 0 3 0 4 0 0 0 
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 0 0 4 0 2 0 4 0 0 0 2 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

◎英虞湾の環境動態予測 
○環境予測システムの開

発 

小 計 3 0 8 0 5 0 7 0 4 0 2 0 

大塚電子㈱ 
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［様式２］ 
地域負担分内訳表 

（単位：百万円） 

 
 

地 域 負 担 分  
平成 17年 平成 18年 平成 19年 

事業項目 費 目 

県 
中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 
県 

中 核 
機 関 

企 業 
国研大

学その

他 

備 考 
主な 

負担企業名 

人件費 30 0 0 0 30 0 0 0 22 0 0 0  
設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  
研究費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  
その他 2 0 0 0 4 0 0 0 2 0 0 0  

事業運営費 

小 計 32 0 0 0 34 0 0 0 24 0 0 0  

人件費 103 0 38 0 116 0 45 0 85 0 21 0 

設備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
研究費 18 0 96 0 20 0 92 0 16 0 26 0 
その他 5 0 4 0 7 0 4 0 4 0 5 0 

項 目 計 

小 計 126 0 138 0 143 0 141 0 105 0 52 0 

 


